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１Ｆ０４ 
 

センターオブイノベーション（COI）プログラムにおける 
オープンイノベーションの実践に向けた研究開発マネジメント 

 
○安西 智宏、木村紘子（東京大学）、林田稔、杉本貴志（川崎市産業振興財団）、 

仙石慎太郎（東京工業大学）、木村 廣道（東京大学） 
 

 
センターオブイノベーション（COI）プログラムは、将来の社会の姿や起こりうる社会課題を出発点

に取り組むべき研究課題を設定する「バックキャスティング」により研究開発を行なう点、「アンダーワ

ンルーフ」のコンセプトの下で産学が一体となった研究開発を推進する点で、新たな研究開発戦略に基

づく政策的取り組みである。本報告では、川崎市産業振興財団が中心となって組成している COI 拠点に

ついて、バックキャスティングや産学協同でのオープンイノベーションへの取り組み事例を紹介する。

また、拠点成果やプロセスといった経営管理指標の計測についても議論と考察を行なう。 
 
 
１．はじめに 

近年、政府の研究助成金は資金使途や研究成果、

その波及効果についても明確な説明責任が求め

られる傾向にあり、研究成果の早期の社会実装、

特定の課題解決を強く指向する研究助成金や研

究プロジェクトが数多く提案されている。実際、

近年には世界トップレベル研究拠点（WPI）プロ

グラム（平成 19-28 年度）、最先端研究開発支援

（FIRST）プログラム（平成 21-25 年度）や革新的

研究開発推進プログラム（ImPACT、平成 25 年開

始）等に代表される大型公的助成プログラムが編

成・推進され、大強度陽子加速器施設（J-PARC）
等の共同研究設備が設置されて久しい。 

多くの研究分野では、拠点内外の異分野研究者

が個々の要素技術を持ち寄って連携し、共通の課

題解決に当たることで実用化が加速されるとの

仮説から、異分野融合（融合）と学際・国際連携

（連携）の促進に向けた研究助成が進められてい

る。例えば医療分野における「医工連携」は、大

学内でいえば部局間・研究者間での連携を促す事

により，技術と臨床ニーズをマッチングさせ、研

究成果からより大きな社会的、経済的な意義を引

き出すことが期待されている。また、研究開発に

おける「オープンイノベーション」の重要性も指

摘されている[1]。企業が自社のビジネスにおいて

社外のアイデアを今まで以上に活用し、未活用の

アイデアを他社に今まで以上に利用してもらう

こと」と定義されるオープンイノベーションは、

企業では①社外の知識の活用（インプット）と②

社外への知識の放出（アウトプット）のいずれを

も包含する概念と理解される[2]。大学でも産学連

携のみならず大学間連携や国際連携、そして部

局・大学・産学の壁を超えた研究リソースの共同

利用、更には大学発ベンチャーの設立など、社会

的価値の創出を目指す、主体的取り組みが加速し

ている。また、2015 年 4 月には国立研究開発法人

日本医療研究開発機構（AMED）が設立され、文

部科学省・厚生労働省・経済産業省に計上されて

きた医療分野の研究開発に関する予算を集約し、

基礎段階から実用化まで一貫したマネジメント

を行なう中核的役割を担う事が計画されている。

このような医療分野の個別プロジェクトに留ま

らず政策面での研究開発マネジメントに向けた

新たな取り組みが注目される。 
研究テーマの設定や研究開発マネジメントに

おいて、新たな手法論を提起しているのが革新的

イノベーション創出プログラム（COI STREAM，

平成 25 年度開始）である。同プログラムは、潜在

している将来社会のニーズから導き出されるあ

るべき社会の姿、暮らしのあり方を設定し、この

ビジョンを基に 10 年後を見通した革新的な研究

開発課題を特定する。そして既存分野・組織の壁

を取り払い、企業だけでは実現できない革新的な

イノベーションを産学連携で実現することを目

的とする「バックキャスト」型の研究開発を行な

うプログラムである。なお当該プログラムの公募

前にも目指すべきビジョンに関するアイデアが

募集されており、このように社会的な課題そのも

のを特定し、その解決に向けたアプローチや研究

テーマを公募する形式は、各研究機関で創出され

た要素技術やアイデアを、新たな政策レベルへと

提案・反映させていくチャネルともなりうる。 
異分野融合型研究拠点における研究開発マネ

ジメントでは、まず拠点における適切なゴール設

定、そして適正な定量的指標に関して計測を行な

い、それを基にした運営状況の把握と恒常的な改
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善活動を実践することが肝要となる。筆者らは、

異分野融合研究拠点を対象にして、計量文献学的

手法による論文の質・量や、特許や製品化実績の

量的・質的を表す指標を設定し、議論してきてい

る[3]。分野特性を反映した指標設定のもと、プロ

ジェクト評価やマネジメント手法を開発する必

要があるが、現時点では研究支援組織や URA の

ような研究支援の専門職が中心となり、商用デー

タベースを活用した商業的取り組みは散見され

る一方、アカデミアにおける方法論はまだ構築の

途上である。筆者らは、複数の研究拠点を対象に

した評価指標の把握と実践的研究開発マネジメ

ント手法の解析・考察を行ない、その手法論をど

のように政策レベルへ活用していくかの検討を

行ってきた。本報告では、公益財団法人川崎市産

業振興財団（以下「川崎市産業振興財団」という。）

を中核機関とした COI 拠点について、バックキャ

スティングによるテーマ設定や異分野融合およ

び産学協同でのオープンイノベーションに向け

た取り組み事例を紹介すると同時に、COI 拠点に

おける成果やプロセスといった経営管理指標の

計測の方法論についても議論と考察を行なう。 
 
 

２．解析対象とアプローチ 
本報告では 2014年 10月に採択された 12のCOI

拠点のうち、川崎市産業振興財団が提案した「社

会への変革を先導するものづくりオープンイノ

ベーション拠点（Center of Open Innovation Network 
for Smart Health: COINS）」を解析対象とした。本

拠点の開発テーマや研究開発マネジメントの手

法については、文部科学省「ナノテクノロジー・

材料を中心とした融合新興分野研究開発」（平成

17-21 年度）における東京大学ナノバイオ・インテ

グレーション研究拠点（ Center for NanoBio 
Integration、以下 CNBI）、および「内閣府最先端研

究開発支援プログラム（FIRST プログラム）」（平

成 21 年-25 年度）においてがんの診断、治療技術

の開発、そのための産学官連携と成果の社会還元

を目的とした「ナノバイオテクノロジーが先導す

る治療・診断イノベーション（Nanobio First）」等

の流れを汲んでいる。これらの拠点は達成目標や

実施時期は異なるが、中核となる基盤技術をナノ

バイオテクノロジーに据えている上、中心となる

リーダー研究者が不変であることなどから、融

合・連携の経時的な変化と効果検証を考察する上

では適切な対象であると考える。なお、他の COI
拠点の中核機関が大学単独もしくは企業との共

同で提案されている中、下記の通り当該拠点は唯

一大学ではない自治体傘下の公益財団法人によ

って運営されている点にも特徴が見られる。 

・ 中核機関：川崎市産業振興財団 
・ プロジェクトリーダー：木村廣道 
・ 研究リーダー： 片岡一則 
・ 参画機関（提案当時）：22 機関（5 大学・6 研

究機関、11 企業、2 法人）、2 自治体 
 また、当該 COI 拠点の研究体制では、オープン

イノベーションをアンダーワンルーフ（一つ屋根

の下）で実践するというコンセプトを具現化すべ

く、下記の概要で「ナノ医療イノベーションセン

ター（iCONM、神奈川県川崎市）」が設立され、異

なる大学や企業の研究者が研究を行なう、中核施

設として機能してきている。 
・ 施工費用：約 35 億円 
・ 共用実験機器：約 10 億円 
・ 敷地面積：7,999.99 ㎡ 
・ 延床面積：9,444.04 ㎡ 
・ 階数：地上 4 階建 
・ 主要設備：微細加工、合成系実験室、生化学

系実験室、ヒト疾患モデル研究室 
筆者らは、COINS に研究者もしくは支援機関の

メンバーとして所属しており、拠点運営における

自身の経験や他メンバーへのヒアリングによっ

て得られている成果を報告している。 
 
 
３．バックキャスティングによる研究テーマ設定 

COINS では参画研究者のみならず、社会学分野

の研究者や産業界からの参画を募り、将来的な社

会課題に関する議論を行なってきた。ワークショ

ップ形式による 2030 年の社会課題に関するブレ

インストーミングや COINS 全体会議での研究テ

ーマやビジョンに関してセッションにおいて、バ

ックキャスティングによる研究テーマの設定と

方法論に関する理解共有を進め、拠点としての一

体感の醸成に努めてきている。 
これらの活動の結果、COINS では将来ビジョン

として、「少子高齢化先進国としての持続性確保」

を見据え、国民全員が健康を享受できる社会、す

なわち、医療にかかる手間やコスト、距離を意識

することなく、病気や治療から解放され、日常生

活の中で自律的に健康を手にすることができる

「スマートライフケア社会」を目指している。そ

のビジョンを実現するためにバックキャスティ

ング的思考によって導き出したコンセプトが「体

内病院」である。ここでは、ナビ機能・センサー

機能・オペレーション機能をあらかじめ作り込ん

だ機能分子の自動会合によって、高度な医療機能

を超密微細集積したウイルスサイズの“ナノマシ

ン”を創製するという革新的なアイデアに基づい

て、人体内の「必要な場所で・必要な時に・必要
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な診断と治療」を行う「体内病院」を構築するこ

とを目標としている。ナノマシンが体内病院の機

能を有するために、の視点でのバックキャスティ

ングによってナノマシンの創製に必要な 5 つの研

究開発課題「撃つ・超える・防ぐ・診る・治す」

を重点化した。加えて、それら研究開発からの製

品・サービスが市場に広く導入されていく際の隘

路やハードルを同定し、その解消により成果の社

会実装を加速化させる基盤整備も並行して行な

うことが COINS の大きな特徴である（図１）。そ

こでは、インフラ（規制・政策の枠組みや環境整

備等）、投資、人材育成等といったイノベーション

エコシステムの構築、淀みないベンチャー創出と

そのための地域基盤や社会基盤の構築を目指し

ている。 
 
４．オープンイノベーションに向けた取り組み 
４－１．拠点運営体制とガバナンス 

COINSには産学官から22機関が参加しており、

複数企業と複数大学がオープンイノベーション

に取り組むため、極めて高度な拠点運営が必要と

される。COINS では、企業経営における「コーポ

レート・ガバナンス」の考え方を参考に、拠点マ

ネジメント体制の確立を行なった。 
前述の CNBI, NanoBio First では、大学内に事務

局を置き、主に研究支援や研究管理に関する業務

を中心に行ってきた。COINS では、特定の大学や

企業、自治体の利害からも中立的なガバナンスを

設定するため、拠点マネジメント組織の中核とし

て「研究推進機構」を設置し、オープンイノベー

ションを推進していく上で課題となるステーク

ホルダー間の調整を図っ

ている。同機構には、産学

官連携による研究開発戦

略の立案・研究シーズや

将来ニーズに基づく新規

研究テーマの提案・研究

支援業務・社会実装の実

践等の従来のアカデミア

の産学連携機関では実施

困難であった積極的な機

能を付与している。 
多様な大学・企業が競

争力のある技術・製品シ

ーズ、及び研究者の叡智

を結集する真のオープン

イノベーションを推進し

ていくためには、多くの

参加機関・企業が知的財

産を最大限に活用でき、

更に拠点参加のインセン

ティブにもなる全く新たな枠組みを設定する必

要がある。そこで、全ての COINS 参画機関との

間で当拠点の理念を記載した協定書及び、それに

基づいた研究実施規約を締結している。 
COINS では前述の通り、企業におけるコーポレ

ート・ガバナンスの考え方を参照し、人材の採用

や大型の研究設備の導入、外部資金の獲得、ライ

センス契約の締結、事業化の決定など、企業と同

様の経営的な意思決定を行うための体制を整備

している。拠点のガバナンスを図るため、企業の

取締役会に相当する「運営委員会」を定期的に開

催すると同時に研究開発に関する意思決定機関

として企業の経営会議に相当する「研究推進委員

会」を設置し、迅速な意思決定を行っている。ま

た外部からアドバイザーを選任し、拠点運営に関

して第三者的な意見を受けている。 
 
４－２．ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築 

「体内病院」を実現するには、異なる研究領域

をまたがって、あらゆる研究リソース（設備、人

材、資金、情報、技術）を集積し、イノベーショ

ンを創出するための「場」を提供するコミュニテ

ィを構築することが必要である。そのため、羽田

空港を控える殿町国際戦略拠点（通称「キングス

カイフロント」）に、大学や企業とは独立した「ナ

ノ医療イノベーションセンター（iCONM）」を設

立し、2015 年 4 月に運営を開始した。 
iCONM は、有機合成・微細加工から前臨床試験

までの研究開発を一気通貫で行うことが可能な

最先端の実験機器を備え、産学官・医工連携によ

るオープンイノベーションを推進することを目

少
子
高
齢
化

 公的医療保険の破綻
 メディカルデバイドの拡大
 医療需要の拡大
 医療サービスの供給不足
 医療イノベーション・産業空洞化

現状の延長線の社会

2023年のあるべき社会の姿

医療制度の持続性確保

国民の健康増進

国民

 いつでも・どこでも・だれもが
 社会的負荷の大きい疾患から解放され
 気付かぬうちに健康になる社会

産業の発展

身体的・心理的・経済的な
負荷なく健康で過ごしたい

在宅医療在宅医療

病院

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙ
病院に医師や機器が

ある状態

自宅に医師・機器
がある状態

体の中に医師・機器
がある状態

体の外に医師・機器
がある状態

体内病院 越える

撃つ

治す

防ぐ
診る

図１ COINSにおけるバックキャスティングと目標
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的に設計されたユニークな研究施設である。今ま

での研究プロジェクトは特定の大学や研究機関

を中核にして進められ、特に周辺の地域資源が十

分に活用しきれていないことがあるが、キングス

カイフロントは京浜工業地帯に立地する企業や

地場の中小企業から構成されており、iCONM を

中心とする地域連携に向けた取り組みが始まっ

ている。国際的な交流のハブ機能を果たす羽田空

港と隣接している点も重要である。地域資源と羽

田空港の近接性の立地を活かし、COINS の掲げる

「体内病院」が国内外の多種多様なアイデア・人

材を引き寄せる求心力となり、企業・研究機関・

大学の研究者・経営戦略チームが一つ屋根の下に

集い、それらを市場および製作・製造の場へと移

転するための役割を iCONM は担っている。 
 
４－３．ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを連続的に創出する仕組み 

イノベーションを連続的に創出するため、異質

なアイデアの出逢いを促し、組織に動的な関係性

を生じさせるための「場」や「仕組み」が必要と

なる。COINS では、企業、研究機関、大学の研究

者達が一つ屋根の下に集い、新しいイノベーショ

ンが続々と誕生するための仕掛けを行っている。

ワークショップ形式でのバックキャスティング

に向けた討議や、COINS 参画機関から約 80 名（大

学・研究機関・企業・自治体メンバーで構成）が

参加する 2 泊 3 日のリトリートのグループディ

スカッションを通じ、COINS の新たな研究テーマ

や iCONM のビジョンが創出されてきている。

COINS では各種委員会をはじめ、参画機関との密

な対話から生まれるイノベーションを重視して

おり、今後もこのような場を定期的に設ける計画

を立てている。また、地域連携や国際連携を見据

え、地元企業や医師会、市民が参加するシンポジ

ウムの開催や海外拠点との連携構築を進めてい

る。 
 
５．考察と結び 

上記のように COINS や iCONM の運営は、研究

開発マネジメント手法の開発や実証を行なうう

えでも貴重な研究対象となり、過去の拠点運営で

蓄積した知見を活用した手法の実践が進められ

ている。COINS を対象として異分野融合研究およ

びオープンイノベーションにおける拠点マネジ

メントに関する方法論を確立するため、まず研究

プロセスや成果を測定しうる指標を開発してい

る。具体的には CNBI, FIRST といった過去の異分

野融合研究拠点をベンチマークとして活用し、

ICT を活用した指標測定の方法論についても検討

を進めている。今後は実測した経営指標に基づき、

拠点マネジメントの実践の開始及び他の COI 拠

点等との比較研究を行い、示唆を得ることを考え

ている。更に PURE（Elsevier 社）等の研究データ

ベース・研究ポータルのツールを利用して、成果

の拠点ホームページでの公開と拠点会議での解

析データの共有を行ない、拠点活性化と迅速な意

思決定に繋げる予定である。なお、COI STREAM
では、各拠点の活動状況の集約・分析、活動の見

える化や拠点のパフォーマンス評価のための指

標抽出を行なう構造化チームが組成されており、

当該チームとの連携を含めて検討をして参りた

い。 
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